
 

【経営資料】 

Ⅰ 決算の状況 

１． 貸借対照表 
                  （単位：千円） 

科        目 
２９年度 

（自 平成29年４月１日 

 至 平成30年３月31日） 

３０年度 
（自 平成30年4月1日 

 至 平成31年3月31日） 

（ 資 産 の 部 ） 
１ 信用事業資産 
 (1) 現金 
 (2) 預金 
        系統預金 
        系統外預金 
  (3) 有価証券 
    地方債 
    政府保証債・社債 
  (4) 貸出金 
  (5) その他の信用事業資産 
       未収収益 
       その他の資産 
  (6) 貸倒引当金 
２  共済事業資産 
  (1) 共済貸付金 
  (2) 共済未収利息 
（3）その他共済事業資産 
(4）貸倒引当金（控除） 

３  経済事業資産 
 （1）経済事業未収金 

(2) 経済受託債権 
  (3) 棚卸資産 
        購買品 
        その他の棚卸資産 
  (4) その他の経済事業資産 
    預託家畜 
    その他経済事業資産 

(5) 貸倒引当金（控除） 
４  雑資産 
 (1) 雑資産 

５  固定資産 
  (1) 有形固定資産 
    建   物 

機械装置 
土   地 
リース資産 
その他の有形固定資産 

         減価償却累計額 
 (2) 無形固定資産 
    その他の無形固定資産 
６  外部出資 
 (1) 外部出資 
    系統出資 
    系統外出資 
７ 繰延税金資産 

 
68,662,661 

704,083 
53,869,377 
53,793,355 

76,022 
1,751,745 
1,151,745 

600,000 
12,364,056 

65,490 
40,289 
25,201 

△92,090 
47,713 
46,885 

502 
337 

△11 
2,395,518 

827,025 
533,521 
704,416 
695,069 

9,347 
383,577 

795 
382,782 

△53,021 
253,345 
253,345 

3,166,065 
3,163,621 
4,011,995 
1,473,939 
2,100,062 

218,550 
1,130,699 

△5,771,624 
2,444 
2,444 

2,691,893 
2,691,893 
2,554,584 

137,309 
56,245 

 

 
67,688,038 

682,588 
52,814,430 
52,774,098 

40,332 
2,500,000 
1,900,000 

600,000 
11,764,579 

84,578 
59,154 
25,424 

△158,137 
292 

0 
0 

293 
△1 

3,459,191 
592,096 

1,782,648 
674,785 
665,127 

9,658 
521,669 

595 
521,074 

△112,007 
190,298 
190,298 

3,078,637 
3,077,452 
4,017,460 
1,459,597 
2,091,394 

218,550 
1,133,270 

△5,842,819 
1,185 
1,185 

3,151,923 
3,151,923 
3,014,584 

137,339 
17,800 

 

資産の部合計 77,273,440 77,586,179 

科        目 

２９年度 
（自 平成29年４月１日 

 至 平成30年３月31日） 

３０年度 
（自 平成30年４月１日 

 至 平成31年３月31日） 



 

（ 負 債 の 部 ） 

１  信用事業負債 

  (1) 貯金 

  (2) 借入金 

  (3) その他の信用事業負債 

        未払費用 

        その他の負債 

２  共済事業負債 

  (1) 共済借入金 

  (2) 共済資金 

  (3) 共済未払利息 

  (4) 未経過共済付加収入 

 (5) 共済未払費用 

 (6) その他の共済事業負債 

３  経済事業負債 

  (1) 経済事業未払金 

  (2) 経済受託債務 

  (3) その他の経済事業負債 

４  雑負債 

 (1) 未払法人税等 

 (2) リース債務 

 (3) その他の負債 

５  諸引当金 

（1）賞与引当金 

 (2) 退職給付引当金 

 

 

 

70,994,910 

70,253,868 

561,542 

179,500 

46,798 

132,702 

425,328 

46,885 

215,980 

502 

158,644 

1,324 

1,993 

1,741,727 

594,521 

1,147,191 

15 

501,505 

4,176 

157,274 

340,055 

247,626 

22,290 

225,336 

 

70,409,019 

69,585,837 

585,728 

237,454 

24,615 

212,839 

385,317 

0 

239,063 

0 

143,460 

1,752 

1,042 

2,974,309 

587,993 

2,378,206 

8,110 

309,988 

4,453 

128,701 

176,834 

228,537 

27,250 

201,287 

 

負債の部合計 73,911,096 74,307,170 

（ 純 資 産 の 部 ） 

１  組合員資本 

 (1) 出資金 

（2）利益剰余金 

   利益準備金 

   その他利益剰余金 

      当期未処分剰余金 

     （うち当期剰余金） 

(4) 処分未済持分 

２ 評価・換算差額等 

(1) その他有価証券評価差額金 

 

3,361,077 

2,479,012 

987,338 

895,500 

91,838 

91,838 

(84,400) 

△105,273 

1,267 

1,267 

 

3,279,009 

2,433,586 

961,085 

913,000 

48,085 

48,085 

（△26,252）

△115,662 

純資産の部合計 3,362,344  3,279,009 

負債及び純資産の部合計 77,273,440 77,586,179 

 

 
 
 



 
 

２． 損益計算書 

（単位：千円） 

科      目 ２９年度 ３０年度 

１  事業総利益 
   (1) 信用事業収益 
         資金運用収益 
         （うち預金利息） 
         （うち有価証券利息） 
         （うち貸出金利息） 
         （うちその他受入利息） 
         役務取引等収益 
         その他経常収益 
   (2) 信用事業費用 
         資金調達費用 
         （うち貯金利息） 
         (うち給付補てん備金繰入） 
         （うち借入金利息） 
         （うちその他支払利息） 
         役務取引等費用 
         その他経常費用 
          (うち貸倒引当金戻入益) 
     （うち貸倒引当金繰入額） 
    信用事業総利益 
   (3) 共済事業収益 
         共済付加収入 
         共済貸付金利息 
         その他の収益 
   (4) 共済事業費用 
         共済借入金利息 
         共済推進費 
         その他の費用 
      (うち貸倒引当金戻入益) 
   共済事業総利益 
   (5) 購買事業収益 
          購買品供給高 
          修理サービス料 
          その他の収益 
   (6) 購買事業費用 
          購買品供給原価 
          購買品供給費 
          その他の費用 
         （うち貸倒引当金繰入） 
    購買事業総利益 

(7) 販売事業収益 
      販売品販売高 

          販売手数料 
          その他の収益 
   (8) 販売事業費用 
     販売品販売原価 
          その他の費用 
         （うち貸倒引当金繰入額） 
         販売事業総利益   

(9) 保管事業収益 
   (10) 保管事業費用 
      保管事業総利益 
   
  (11) 加工事業収益 
   (12) 加工事業費用 
      加工事業総利益 
  （13）利用事業収益  

    1,524,258
609,523
559,686

（320,208)
(15,738)

（223,722)
（18)

23,869
25,968

253,084
69,408

（65,200)
（53)

（988)
（337)
6,044

180,461
(△2,285)

0
356,439
588,955
557,202

962
30,791
68,547

962
37,455
30,130
(△6)

 520,408
3,339,928
3,245,006

35,378
59,544

3,046,220
2,776,343

109,988
159,889
(9,743)
293,708

    283,018 
 

173,627
109,391

  37,478 
 

37,478
(3,409)
245,540
72,113

   31,846 
40,267 

 
42,651 
30,021 
12,630 
682,769 

1,362,304
         619,020
         587,532

(353,625)
(16,600)

(217,291)
(16)

21,991
9,497

309,759
52,934

(51,477)
(39)

(979)
(439)
6,016

250,809
0

(66,046)
309,261
563,568
528,627

64
34,877
60,341

65
32,760
27,516

△11
503,227

3,264,933
3,170,535

34,675
59,723

3,002,130
2,682,334

126,476
193,320

（31,404）
262,803
386,091
144,488
168,801
72,802

202,802
136,047
66,755

(27,583)
183,289
65,905
28,320
37,585

33,625
27,754
5,871

694,916



 

科      目 ２９年度 ３０年度 

  （14）利用事業費用 
    利用事業総利益 
  （15）その他事業収益 
  （16）その他事業費用 

その他事業総利益 
  （17）指導事業収入 
  （18）指導事業支出 
      指導事業収支差額 
２  事業管理費 
   (1) 人件費 
   (2) 業務費 
   (3) 諸税負担金 
   (4) 施設費 
   (5) その他事業管理費 

621,657 
61,112 
120,528 
106,379 
14,149 
 24,195 
44,190 

△19,995 
1,481,545 
1,047,695 

105,252 
50,364 

273,421 
4,813 

     

621,078
73,838

122,254
106,656
15,598
19,295
48,463

△29,168
1,378,361

929,237
108,062
49,600

285,882
5,580

事 業 利 益 42,713 △16,057 

３  事業外収益 
   (1) 受取雑利息 
 （2）受取出資配当金 
   (3) 賃貸料 
   (4) 償却債権取立益 
   (5) 雑収入 
 
４  事業外費用 
 (1) 償却債権取立費用 
 (2）雑損失 
 (3) その他事業外貸倒引当金繰入額 
 

82,913 
7,901 

23,246 
8,336 

15,687 
27,743 

 
19,485 

55 
19,430 

0 

79,550 
6,839 

22,926 
6,592 
6,813 

36,380 
 

11,028 
51 

10,345 
632 

経 常 利 益 106,141 52,465 

５  特別利益 
   (1) 固定資産処分益 
 （2）雪害による共済金 
 （3）一般補助金 
６  特別損失 
   (1) 固定資産処分損 
   (2) 減損損失 
  （3）雪害による修繕費 
 （4）固定資産圧縮損 

税引前当期利益 
法人税・住民税及び事業税 
法人税等調整額 
法人税等合計 
当期剰余金 
前期首繰越剰余金 
リスク管理積立金取崩額 
当期未処分剰余金 

 
 

10,290 
0 

7,824 
2,466 

19,617 
1,156 
8,202 
2,435 
7,824 

96,814 
4,176 
8,237 

12,413 
84,400 
7,438 

0 
91,838 

 
 

7,100 
1 

7,099 
0 

41,979 
842 

12,789 
5,550 

22,798 
17,586 
4,909 

38,930 
43,839 

△26,252 
4,338 

70,000 
48,085 

 

 



 

３． キャッシュフロー計算書 

                                  

                                   （単位：千円） 

科   目 ２９年度 ３０年度 

１  事業活動によるキャッシュ・フロー 

    税引前当期利益 

      減価償却費 

      減損損失 

      貸倒引当金の増加額 

   賞与引当金の増加額 

   退職給付引当金の増加額 

   信用事業資金運用収益 

   信用事業資金調達費用 

   共済貸付金利息 

   共済借入金利息 

   受取雑利息及び受取出資配当金 

   支払雑利息 

   有価証券関係損益 

   固定資産売却損益 

  （信用事業活動による資産及び負債の増減） 

      貸出金の純増減 

      預金の純増減 

   貯金の純増減 

   信用事業借入金の純増減 

   その他の信用事業資産の純増減 

   その他の信用事業負債の純増減 

 （共済事業活動による資産及び負債の増減） 

   共済貸付金の純増減 

   共済借入金の純増減 

   共済資金の純増減 

   未経過共済付加収入の純増減 

   その他の共済事業資産の純増減 

   その他の共済事業負債の純増減 

 （経済事業活動による資産及び負債の増減） 

      受取手形及び経済事業未収金の純増減 

経済受託債権の純増減 

棚卸資産の純増減 

支払手形及び経済事業未払金の純増減 

経済受託債務の純増減 

   その他の経済事業資産の純増減 

   その他の経済事業負債の純増減 

（その他の資産及び負債の増減） 

   その他の資産の純増減 

   その他の負債の純増減 

   未払消費税等の増減額 

信用事業資金運用による収入 

   信用事業資金調達による支出 

   共済貸付金利息による収入 

   共済借入金利息による支出 

   事業利用分量に対する配当金の支払額 

 

 

 

96,814 

83,651 

8,202 

10,860 

△2,385 

△116,576 

△559,668 

66,241 

△962 

962 

△31,147 

0 

0 

1,156 

 

223,050 

△2,576,422 

2,030,163 

61,488 

△1,064 

31,898 

 

6,037 

△5,657 

△118,185 

△10,491 

△79 

0 

 

29,736 

83,956 

58,161 

△17,974 

39,933 

7,213 

0 

 

36,828 

112,716 

0 

548,859 

△83,497 

1,030 

△2,138 

△48,466 

 

 

 

17,586 

88,640 

12,789 

125,023 

4,960 

△24,049 

△587,516 

52,495 

△64 

65 

△29,765 

0 

0 

841 

 

599,477 

876,422 

△668,031 

24,186 

△223 

80,137 

 

46,885 

△46,885 

23,083 

△15,184 

44 

0 

 

234,929 

△1,249,127 

29,631 

△6,528 

1,231,015 

△138,092 

8,095 

 

63,047 

△191,794 

0 

568,651 

△74,678 

566 

△1,090 

0 

小  計 △44,014 1,055,541 



 

科   目 ２９年度 ３０年度 

     雑利息及び出資配当金の受取額 

   雑利息の支払額 

   法人税等の支払額 

31,147 

0 

△13,000 

29,765 

0 

△4,632 

事業活動によるキャッシュ・フロー 

２  投資活動によるキャッシュ・フロー 

   有価証券の取得による支出 

   有価証券の売却による収入 

   有価証券の償還による収入 

   固定資産の取得による支出 

   固定資産の売却による収入   

 外部出資よる支出 

   外部出資の売却等による収入 

 

△25,867 

 

△1,001,752 

9,977 

0 

△67,215 

13,629 

△290 

0 

 

1,080,674 

 

△1,200,000 

0 

449,993 

△19,912 

5,070 

△460,030 

0 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,045,651 △1,224,879 

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

   設備借入れによる収入 

   出資の増額による収入 

   出資の払戻しによる支出 

   回転出資金の受入による収入 

   持分の取得による支出 

   持分の譲渡による収入 

出資配当金の支払額 

   少数株主への配当金支払額 

 

0 

88,618 

△133,603 

0 

△65,474 

60,874 

0 

0 

 

0 

102,421 

△147,847 

0 

△115,662 

105,273 

0 

0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △49,585 △55,815 

４ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0 

５ 現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） △1,121,103 △200,020 

６ 現金及び現金同等物の期首残高 4,738,141 3,617,038 

７ 現金及び現金同等物の期末残高 3,617,038 3,417,018 

 



 

 

４ 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券(株式形態の外部出資を含む)の評価基準及び評価方法 

  ① 満期保有目的の債券： 償却原価法（定額法） 

  ② 株式形態の外部出資： 移動平均法による原価法 

                

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  ① 購買品 

   ア．生産資材 …………… 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

より評価しています。 

   イ．生活資材 …………… 売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

により評価しています。 

  ② その他の棚卸資産 

   ア．共撰資材……………… 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

より評価しています。 

   イ．販売品 ……………… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

り評価しています。 

 

（３）固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

    旧定額法（税制改正前の残存価額を取得価額の 10％とした定額法）によっております。 

  ② 無形固定資産 

    定額法を採用しています。 

    なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づく定

額法により償却しています。 

  ③ リース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を「０」とする定額法を採用しています。 

 

（４）引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定規程、経理規程及び資産の償却・引当基準に則

り、次のとおり計上しています。 

    破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそれ

と同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。 

    また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務

者（破綻懸念先）に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収

が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と



 

認められる額を計上しています。また、破綻懸念先債権のうち、債権の元本の回収に係るキャッ

シュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、債権の帳簿価額から担保の処分

可能見込額を控除した残額から、当該キャッシュ・フローを控除した額を引き当てています。 

    上記以外の債権については、貸倒実績率で算定した金額を計上しています。 

    すべての債権は、資産査定規程に基づき、審査部が資産査定を実施し、当該部署から独立した

監査室が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。 

なお、個別貸倒引当金については、簡易査定先の基準を変更したことにより、前年度と比較し

て 103,735 千円（通常の増減含む）増加しています。 

 

  ② 賞与引当金 

    職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期負担分を計上していま

す。 

 

③ 退職給付引当金 

    職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上しています。なお、退職給付引当金及び

退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い

た簡便法を適用しています。 

（５）消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式によっております。 

  

（６）計算書類等に記載した金額の端数処理の方法 

   記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しており、千円未満の科目については「０」で表示し

ております。 

  

２．貸借対照表に関する注記 

（１）固定資産の圧縮記帳 

土地収用を受けて、また国庫補助金等の受領により有形固定資産の取得価額から控除している圧

縮記帳額は 277,115 千円であり、その内訳は、次のとおりです。 

   建   物 102,480 千円  構 築 物 33,051 千円  機械・装置  89,519 千円 

  車両運搬具  19,921 千円  器具・備品  9,346 千円  土   地  22,798 千円 

（２）担保に供している資産 

   担保資産に対応する債務はありませんが、為替決済の担保として定期預金 1,500,000 千円を差し

入れています。 

 

（３）役員との間の取引による役員に対する金銭債権及び金銭債務の総額 

  ① 理事及び監事に対する金銭債権の総額   51,088 千円 

  ② 理事及び監事に対する金銭債務の総額       －千円 

 



 

（４）貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳 

   貸出金のうち、破綻先債権額は 4,735 千円、延滞債権額は 321,915 千円です。 

   なお、破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償

却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和

40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する

事由が生じている貸出金です。 

   また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。 

   貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 0 千円です。 

   なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。 

   貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 50,763 千円です。 

   なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものです。 

   破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は、

377,413 千円です。 

   なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。 

 

３．損益計算書に関する注記 

（１）減損損失に関する事項 

  ① グルーピングに関する事項 

    当組合では、投資の意思決定を行う単位としてグルーピングを実施した結果、以下のとおりと

なっております。なお、独立したキャッシュ・フローを生み出さない資産グループは共用資産と

認識しております。 

ア．管理会計単位    各支店 

イ．施設単位      ＳＳ、自動車整備工場 

ウ．業務外固定資産 

・遊休資産      平内小湊土地、奥内土地、奥内しめじセンター跡地、旧後潟給油所、

今別給油所跡地、旧平舘支店、旧横内出張所、旧奥内配送所、旧南金融

店舗、浪岡農産物加工所、旧平内自動車整備、あすなろ食材センター 

・賃貸固定資産    西バイパス給油所跡地、ＪＡジャスポート土地 

エ．共用資産      本店、営農センター、農機整備センター 

 

  ② 減損損失を計上した資産又は資産グループの概要 

    当期に減損を計上した固定資産は、以下のとおりです。 

場所 用途 種類 その他 

奥内土地 遊休資産 土地 業務外固定資産 

奥内しめじセンター跡

地 
遊休資産 土地 業務外固定資産 

旧後潟給油所 遊休資産 土地及び建物等 業務外固定資産 

今別給油所跡地 遊休資産 土地 業務外固定資産 



 

場所 用途 種類 その他 

旧奥内配送所 遊休資産 土地及び建物等 業務外固定資産 

旧南金融店舗 遊休資産 土地及び建物等 業務外固定資産 

本店(旧油川支店) 営業用店舗 構築物及び器具備品  

東支店 営業用店舗 構築物及び器具備品  

今別支店 営業用店舗 土地及び建物等  

 

  ③ 減損損失を認識するに至った経緯 

    業務外固定資産については土地の時価が著しく下落しており、減損の兆候に該当しており、こ

れらの資産は遊休資産とされ早期処分対象であることから、処分可能価額で評価し、その差額を

減損損失として認識しました。 

    ３支店については、当該店舗の事業利益が２期連続赤字であると同時に、短期的に業績の回復

が見込まれないことから、帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当期減少額を減損損失として認

識しました。 

 

  ④ 減損損失の金額について、特別損失に計上した金額と、主な固定資産の種類ごとの減損損失の

内訳 

奥内土地              68 千円（土地 68 千円） 

奥内しめじセンター跡地    138 千円（土地 138 千円） 

旧後潟給油所        213 千円（土地 213 千円） 

今別給油所跡地       627 千円（土地 627 千円） 

旧奥内配送所         133 千円（土地 133 千円） 

旧南金融店舗          1 千円（土地 1 千円） 

本店(旧油川支店)     357 千円（構築物 7 千円、器具備品 350 千円） 

東支店          693 千円（構築物 11 千円、器具備品 682 千円） 

今別支店        10,559 千円（建物 2,850 千円、構築物 160 千円、 

器具備品 61 千円、土地 7,488 千円） 

合 計      12,789 千円（建物 2,850 千円、構築物 178 千円、 

器具備品 1,093 千円、土地 8,668 千円） 

 

  ⑤ 回収可能性に関する事項 

旧南金融店舗、今別支店の回収可能価額は正味売却可能価額を採用しており、その時価は不動

産鑑定評価額に基づき算定しています。 

それ以外の資産の回収可能価額は正味売却可能価額を採用しており、その時価は固定資産税評

価額に公示価格に相当した倍率を除して算定しています。 

 

４．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

  ① 金融商品に対する取組方針 

     当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団体な

どへ貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けているほか、国債や地方債等の債券、株式等

の有価証券による運用を行っています。 

 

  ② 金融商品の内容及びそのリスク 



 

     当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券

であり、貸出金は、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。 

     また、有価証券は、地方債等の債券であり、満期保有目的で保有しています。これらは発行

体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されています。 

     借入金は、㈱日本政策金融公庫、青森県から借り入れた転貸資金です。 

 

  ③ 金融商品に係るリスク管理体制 

   ア．信用リスクの管理 

      当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定してい

ます。また、通常の貸出取引については、本店に審査部を設置し各支店との連携を図りなが

ら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより

償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行

っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳

正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取

り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基

準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。 

 

   イ．市場リスクの管理 

      当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールする

ことにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益

力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、

金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。 

      とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組

合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を

定めるとともに、経営層で構成する余裕金運用会議を定期的に開催して、日常的な情報交換

及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及び余裕金運用会議

で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門

が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期

的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。 

    

   （市場リスクに係る定量的情報） 

      当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合

において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、有

価証券のうち満期保有目的に分類している債券、貸出金、貯金及び借入金です。 

      当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な

予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析

に利用しています。 

      金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金

利が 0.06%上昇したものと想定した場合には、経済価値が 5,144 千円減少するものと把握し

ています。 

      当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリ

スク変数の相関を考慮していません。 

      また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が

生じる可能性があります。 

      

   ウ．資金調達に係る流動性リスクの管理  



 

      当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、

安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行

う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運

用方針などの策定の際に検討を行っています。 

 

  ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

     金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格

がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該

価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、

当該価額が異なることもあります。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

   ① 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等 

     当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含めず「③ 時価を把

握することが極めて困難と認められる外部出資」に記載しています。 

                                （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

預金 

有価証券 

 満期保有目的有価証券 

  

  52,814,430 

2,500,000 

2,500,000 

 

52,806,346 

2,635,410 

2,635,410 

 

  △8,084 

 

135,410 

 

貸出金 

 貸倒引当金 

 貸倒引当金控除後 

11,927,688 

△158,768 

 

 

 

 

  11,768,920 12,046,902 277,982 

経済事業未収金 

  貸倒引当金 

 貸倒引当金控除後 

経済受託債権 

 貸倒引当金 

 貸倒引当金控除後 

 

592,096 

  △ 77,061 

515,035 

   1,782,649 

△ 34,944 

1,747,705 

 

 

515,035 

 

 

1,747,705 

 

 

 

資産計 69,346,090 69,751,398 405,308 

貯金 

借入金 

経済受託債務 

 

69,585,837 

585,728 

2,378,206 

 

 

69,611,501 

586,663 

2,378,206 

 

 

25,664 

934 

 

 

 

負債計 72,549,771 72,576,370 26,599 

    ・貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上している職員厚生貸付 163,108 千円を含めています。 

   ・貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。 

   ・経済事業未収金及び経済受託債権に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。 

   

  ② 金融商品の時価の算定方法 

  【資 産】 

   ア．預  金 

      満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートで

ある円ＬＩＢＯＲ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定し

ています。 



 

    

イ．有価証券 

      債券は取引所の価格または取引金融機関等から提示された価格によっています。 

 

   ウ．貸 出 金 

      貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用

状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿

価額によっています。 

      一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計

額をリスクフリーレートである円ＬＩＢＯＲ・スワップレートで割り引いた額から貸倒引当

金を控除して時価に代わる金額として算定しています。 

      なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額を含めた元利金の合計額をリス

クフリーレートである円ＬＩＢＯＲ・スワップレートで割り引いた額に、帳簿価額に未実行

額を加えた額に対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額

として算定しています。 

      また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒

引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。 

 

   エ．経済事業未収金及び経済受託債権 

      経済事業未収金及び経済受託債権については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に

ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

      また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒

引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。 

    

 

 

 

   負 債 

   ア．貯  金 

      要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしてい

ます。また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フロー

をリスクフリーレートである円ＬＩＢＯＲ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に

代わる金額として算定しています。 

 

 

   イ．借入金 

      借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当組合の信用

状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられる

ため、当該帳簿価額によっています。 

      固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額をリスク

フリーレートである円ＬＩＢＯＲ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金

額として算定しています。  

 

   ウ．経済事業未払金及び経済受託債務 

      経済事業未払金及び経済受託債務については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に

ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 



 

 

③ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは①の金融商

品の時価情報には含まれていません。   

（単位：千円） 

   区分 貸借対照表計上額 

外 部 出 資 3,151,923 

    ・外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難であると認

められるため、時価開示の対象とはしていません。 

 

  ④ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額        （単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

預金 52,814,430            

有価証券 

 満期目的の債券 

  

  

貸出金 

経済事業未収金 

経済受託債権 

 

 

 

 

1,627,688 

 592,096 

1,782,649 

 

 

 

 

1,119,451 

 

 

 

 

 

 

990,955 

 

 

 

 

 

 

844,697 

 

 

 

 

 

 

769,680 

 

 

2,500,000 

 

 

 

6,335,110 

 

 

 合計 56,816,863 1,119,451 990,955 844,697 769,660 8,835,110 

   ・貸出金のうち、当座貸越 181,896 千円については「１年以内」に含めています。また、劣後特約付ローンにつ

いては「５年超」に含めています。 

   ・貸出金のうち、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 240,106 千円は償還の予定が見込まれないため、含め

ていません。 

   ・貸出金には貸借対照表上雑資産に計上している職員厚生貸付 163,108 千円を含めています。 

   ・経済事業未収金及び経済受託債権のうち、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 173,379 千円は償還の予定

が見込まれないため、含めていません。 

 

  ⑤ 借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額       （単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

貯金 

借入金 

 

65,546,585 

   7,519 

 

2,666,304 

   6,432  

 

1,340,527 

   3,126 

 

20,941 

   1,973 

 

9,997 

   1,509 

 

1,483 

     5,648 

 

 合計 65,554,104 2,672,736 1,343,653 22,914    1,506      7,131 

   ・貯金のうち、要求払貯金については「1 年以内」に含めて開示しています。 

    

 

５．有価証券に関する注記 

（１）有価証券の時価、評価差額に関する事項          

   

  ① 満期保有目的の債券で時価のあるもの               （単位：千円） 

 種類 貸借対照表計上額 時価 差額 

 

時価が貸借対照表

計上額を超えるも

の 

 

 

地 方 債 1,900,000 1,980,870 80,870 

政府保証債 300,000 345,960 45,960 

社   債 300,000 308,580 8,580 

小   計 2,500,000 2,635,410 135,410 

合  計 2,500,000 2,635,410 135,410 



 

 種類 貸借対照表計上額 時価 差額 

     

 

６．退職給付に関する注記 

（１）退職給付に係る事項 

  ① 採用している退職給付制度の概要 

    職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。ま

た、この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあてるため一般財団法人全国農林漁業団

体共済会との契約による退職金共済制度を採用しています。 

    なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。 

 

  ② 退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

     期首における退職給付引当金          225,336 千円 

退職給付費用                 47,309 千円 

退職給付の支払額              △21,517 千円 

      特定退職金共済制度への拠出金        △49,841 千円 

     期末における退職給付引当金          201,287 千円 

 

 

 

  ③ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

     退職給付債務                 933,569 千円 

     特定退職金共済制度             △732,282 千円 

     退職給付引当金                201,287 千円 

 

  ④ 退職給付に関連する損益 

     勤務費用                   47,309 千円 

     退職給付費用                 47,309 千円 

 

 

（２）特例業務負担金の将来見込額 

    人件費（うち福利厚生費)には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合

を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第 57 条に基づき、旧農林

共済組合(存続組合)がおこなう特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負

担金 17,395 千円を含めて計上しています。 

    なお、同組合より示された平成 31 年 3 月現在における令和 14 年３月までの特例業務負担金の

将来見込額は、207,485 千円となっています。 

 

７．税効果会計に関する注記 

（１）税効果会計の適用に伴う事項 

  ① 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 



 

     繰延税金資産               

      貸倒損失               92,019 千円 

      減損損失              58,295 千円 

      退職給付引当金          55,676 千円 

      貸倒引当金超過額          33,628 千円 

      減価償却超過額            7,720 千円 

      賞与引当金              7,537 千円 

            未収利息分不計上           6,130 千円 

      内部団体留保金            3,704 千円 

      米穀販売雑費             1,856 千円 

      福利厚生費              1,172 千円 

      その他                      3,685 千円 

      繰延税金資産小計          271,422 千円 

      評価性引当額           △253,622 千円 

      繰延税金資産合計（Ａ）       17,800 千円 

     繰延税金負債            

      繰延税金負債合計（Ｂ）            －千円 

     繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ）   17,800 千円 

 

  ② 法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因 

     法定実効税率                     27.66％ 

     （調整） 

     交際費等永久に損金に算入されない項目       28.53％ 

     受取配当金等永久に益金に算入されない項目    △25.36％ 

     特別控除                     △0.65％ 

     住民税均等割等                  23.75％ 

     評価性引当額の増減               195.07％ 

     その他                       0.28％ 

     税効果会計適用後の法人税等負担率        249.28％ 

 

８．その他の注記 

資産除去債務に関する事項 

   当組合では、蟹田支店及び蟹田給油所用地において、土地賃貸借契約を締結しております。各土

地賃貸借契約について原状回復義務を有しておりますが、各施設とも当組合が事業を継続する上で

必須の施設であり、現時点で除去は想定しておりません。また移転する予定もないことから、資産

除去債務の履行期間を合理的に見積ることができません。そのため、当該義務に見合う資産除去債

務を計上していません。 



 

 

５．剰余金処分計算書                                                               

 （単位：円） 

科     目 ２９年度 ３０年度 

１．当期未処分剰余金 91,837,864 48,085,397 

２．剰余金処分額 87,500,000 0 

 

（１）利益準備金 

 

17,500,000 0 

 

（２）任意積立金 

（リスク管理積立金） 

 

70,000,000 

(70,000,000） 

0 

 

（３）出資配当金 0 0 

 

３.次期繰越剰余金 4,337,864 48,085,397 

 



 

６．部門別損益計算書（平成３０年度）                   （単位：千円） 

区   分 計 
信  用 

事  業 

共  済 

事  業 

農業関連 

事  業 

生活その他

事業 

営  農 

指導事業 
共通管理費等 

事業収益 ① 5,633,561 619,020 563,568 3,085,786 1,345,892 19,295  

事業費用 ② 4,271,257 309,759 60,341 2,656,574 1,196,120 48,463  

事業総利益③（①－②） 1,362,304 309,261 503,227 429,212 149,772 △29,168  

事業管理費  ④ 

（うち減価償却費⑤） 

（うち人件費 ⑤’） 

1,378,361 

87,271 

929,237 

301,220 

3,939 

217,690 

405,942 

3,884 

278,168 

450,079 

59,360 

286,151 

125,671 

17,377 

79,312 

95,449 

2,711 

67,916 

 

 うち共通管理費 ⑥ 

（うち減価償却費⑦） 

（うち人件費 ⑦’） 

 

100,303 

350 

20,387 

156,179 

545 

31,744 

131,822 

460 

26,793 

36,536 

128 

7,426 

31,291 

109 

6,360 

△456,130 

△1,593 

△92 

事業利益 ⑧（③－④） △16,057 8,041 97,285 △20,867 24,101 △124,617  

事業外収益 ⑨ 79,550 16,255 25,311 26,992 5,921 5,071  

 うち共通分 ⑩  16,255 25,311 21,363 5,921 5,071 △73,922 

事業外費用  ⑪ 11,028 2,425 3,776 3,187 883 757  

 うち共通分 ⑫  2,425 3,776 3,187 883 757 △11,028 

経常利益 ⑬（⑧＋⑨－⑪） 52,465 21,871 118,820 2,938 29,139 △120,303  

特別利益 ⑭ 7,100 1,561 2,431 2,052 569 487  

 うち共通分  ⑮  1,561 2,431 2,052 569 487  

特別損失 ⑯ 41,979 9,231 14,374 12,132 3,363 2,880  

 うち共通分 ⑰  9,231 14,374 12,132 3,363 2,880  

税引前当期利益 ⑱ 

（⑬＋⑭－⑯） 
17,586 14,201 106,877 △7,142 26,345 △122,695 

 

営農指導事業分配賦額 ⑲  29,263 37,999 33,349 22,085 122,695 

営農指導事業分配賦後 

税引前当期利益 ⑳ 

（⑱－⑲） 

17,586 △15,062 68,879 △40,491 4,260  

（注） 

１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等は、次のとおりです。 

(1) 共通管理費等 

   事業総利益から共通管理費等配賦前の事業管理費を控除した額の割合（50％）共通管理等配賦前の人件費の割合（50％） 

(2) 営農指導事業 

     事業総利益から共通管理費等配賦前の事業管理費を控除した額の割合 

 

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。            （単位：％） 

区   分 
信  用 

事  業 

共  済 

事  業 

農業関連 

事  業 

生活その他

事  業 

営  農 

指導事業 
計 

共 通 管 理 費 等 21.99％ 34.24％ 28.90％ 8.01％ 6.86％ 100 % 

営 農 指 導 事 業 23.85％ 30.97％ 27.18％ 18.00％  100 % 

 

 



７．財務諸表の正確性等にかかる確認（要請及び取り組み方針） 

 

 

確認書 

 

 １ 私は、当ＪＡの平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの事業年度

にかかるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するす

べての重要な点において、農業協同組合法施行規則に基づき適正に表示されてい

ることを確認いたしました。 

 

 ２ この確認を行うに当たり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備さ

れ、有効に機能していることを確認しております。 

  (1) 業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が整

備されております。 

  (2) 業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効性

を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されておりま

す。  

  (3) 重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。 

 

                      令和元年７月３１日 

                      青森農業協同組合 

                      代表理事組合長 雪田 徹 印 

 

 


